
A．研究目的

研究目的はHIV感染者にまさに普通に歯科治療の

提供ができるような医療体制の構築である。ただ、

その目標達成は単に歯科医療界だけの課題ではな

く、社会全体に関わる問題であり一朝一夕に解決で

きない。そこで、暫定的対策としての拠点病院等と

の連携のための歯科治療ネットワークの構築を現実

的目標としてきた。そして、ネットワークが発展的

に解消されるような方向付けが次の目標と考えてい

る。

B．研究方法

1．歯科医療従事者の啓発活動

従前からのブロックごとの活動は基本的に継承し

ている。すなわち、ブロック拠点病院の歯科部門の

代表者等（研究協力者）がブロック単位もしくは都

道府県単位で啓発のための講演会、研修会の開催を

企画した。

2．ブロック HIV 歯科医療連絡協議会の実施

HIV感染者の歯科医療体制の都道府県間差異の解

消のため、平成29年度に引続きブロックHIV歯科

医療連絡協議会の実施を企画した。なお、平成27年

度にも、同様の協議会を開催したが、今回の目的は

一般歯科医院でのHIV感染者の受入に関して、より

具体的な方策のための協議とした。協議会の出席者

としては各ブロック内の都道府県歯科医師会の関係

者、ブロック拠点病院歯科部門の責任者である。

3．歯科医療従事者養成機関に対する啓発活動

平成29年度から計画していた歯科衛生士養成機

関に対する啓発活動の実施。すなわち、歯科衛生教

育学会に、教員の啓発のための機会を提供していた

だくように依頼し、歯科衛生士養成過程からの改善

を目指した。

全国には 160 校余りの歯科衛生士養成機関があ

る。それらにおいてどのようにHIV感染症/AIDSに

関する教育がなされているかを把握するため、アン

ケートにて調査を行うこととした。

4．HIV 感染者の歯科治療受入れの体制に関する全国

調査

今までの啓発活動の成果の評価を兼ねて、全国の

歯科医療体制の状況についての情報を掌握する。そ

の情報を病診連携に資するように拠点病院等に提供

する。

あらかじめ、前述のブロック歯科医療連絡協議

会にて、HIV感染者の歯科治療提供の状況を「拠点

病院案内」のウェブサイトに提示する旨を歯科医師

会代表者に説明した。そして、平成30年10月末に
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調査用紙を都道府県歯科医師会宛てに郵送した。な

お、調査内容はARTにより血中ウイルス量がコン

トロールされているHIV感染者を、拠点病院から一

般歯科院へ紹介するための対応策（歯科診療ネット

ワークなど）の有無、その窓口についてである。

（倫理面への配慮）

本研究においては、アンケート調査を含め個人情

報に関わるものは無く、倫理面での問題はない。

C．研究結果

1．歯科医療従事者の啓発活動

各ブロックの講演会（都道府県単位以上のものに

限る）、研修会等は表1の通りである。

2．ブロック HIV 歯科医療連絡協議会の実施

北陸ブロックおよび東海ブロックにおけるHIV歯

科医療連絡協議会は平成29年度に開催済みであっ

たので、残りの東北、関東甲信越、近畿、中国四

国、九州、5ブロックにおいて開催を企画した（表

2）。なお、北海道ブロックは自治体とブロックが

一致しているので、ブロックのHIV歯科医療連絡協

議会としては行っていない。

5ブロックに対しては4月にHIV感染者の歯科診

療体制に関わる協議会を行うことを、各都道府県の

歯科医師会に平成30年4月に郵送にて日程の案内を

した。それにもかかわらず、一部の県歯科医師会は

欠席であった（表2）。

3．歯科医療従事者養成機関に対する啓発活動

日本歯科衛生教育学会からの要請にて歯科衛生士

専任教員講習会において、歯科衛生士学校の新任教

員を対象に「HIV感染症/AIDSに関する講義」を平

成30年8月7日に行うことができた。

全国の歯科衛生士養成機関 164 校に対し郵送に

て、HIV感染症/AIDS等に関わる教育状況について
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表1　平成30年度に開催した講演会および研修会（主に県単位以上のもののみ掲載）



平成30年度　厚生労働行政推進調査事業費補助金（エイズ対策政策研究事業）

の調査用紙を送付した。113校から回答の返送があ

った。速報値ではあるが、82%の機関においてHIV

感染症/AIDSに関して講義を行っているとの返答で

あった。

4．HIV 感染者の歯科治療受入れの体制に関する全国

調査

回答の一覧を表3に示す。歯科治療などのHIV感

染者に一般歯科医院にて治療を提供するためシステ

ムを構築していると判断される都道府県は26地域

であった。10の地域が準備中、構築中との回答であ

った。ただし、11の地域は対応なしであった。個々

の回答は、拠点病院等からHIV感染者の歯科治療を

依頼するための情報源として、「HIV陽性者のため

の歯科の診療案内」とし印刷するとともに、「拠点

病院のウェブサイト」内の「歯科」の案内として提

示できた。

D．考察

歯科医療従事者の啓発活動としては、ほぼ例年通

りである。言い換えれば、ブロック拠点病院の存在

する地域に偏っているとも言える。ちなみに、エイ

ズ予防財団が拠出している都道府県歯科医師会を対

象とした啓発活動のための予算は、平成30年度は

全国で15の地域にて執行されたとのことである（平

成29年度は9の地域）。今後はHIV感染症について

の啓発が届いていない地域に対して、関与していく

必要があろう。

ブロックHIV歯科医療連絡協議会の実施も、HIV

感染者の歯科医療について関心の低い地域の啓発促

し、全国の均てん化するためである。平成30年度

は4月に開催の案内をし、7月から順次開催した。

早めの予告にも関わらず、協議会に欠席の県歯科医

師会があったのは遺憾であった。

今年度は歯科医療従事者養成機関に対する啓発活

動として歯科衛生士を対象とした。一般歯科医院に

おいて「スタッフの理解が得られない」がHIV感染

者の歯科治療が受け入れられない理由としてよく耳

にするからである。その真偽はともかくとして、歯

科衛生士養成機関に対する効果は、啓発の効果の持

続性からも重要と考えている。今年度の調査では、

比較的多くの養成機関でHIV感染症について授業で

触れられていることがわかった。今後は啓発内容の

検証が必要と考えている。

HIV感染者の歯科医院受入のための啓発活動は長

きに渡る。東京都など一部の自治体では歯科診療ネ

ットワークの構築という合言葉で、HIV感染者の受

入れ可能な歯科医院を確保してきた。平成27年度

の調査では、歯科診療ネットワークが存在するのは

10都道府県程度に過ぎなかった。しかし、今回の調

査では、実態は兎も角として全国26の都道府県に

おいて歯科診療ネットワークの構築もしくは紹介窓

口を準備できたことは、ブロック拠点病院のない地

域においても啓発効果が波及しつつあると考えた

い。しかし、同時に未だ反応の乏しい地域もあらた

めて明らかとなった。そこで、今回の調査結果を開

示することにより、それらの地域においても理解が

進むことを多いに期待したい。

HIV感染者の歯科治療の問題解決については少し

先が見えてきた感がある。しかし、救済医療の面か

らは血友病についての理解も重要である。昨今、血

友病の治療法も進歩し、歯科治療の制約も少なくな

ってはいる。しかしな観血的処置の多い歯科治療ゆ

え、きめ細やかに血友病治療医療機関等と連携する

歯科医院の確保も必要と考えている。

E．結論

長年の啓発活動により、HIV感染者の歯科診療ネ
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表2　平成30年度のブロックHIV歯科医療連絡協議会



ットワーク構築は徐々に進みつつあり、多くの都道

府県において、何らかの対応が具体化してきた。啓

発の効果が持続するように、今後は歯科医療従事者

養成過程への介入も続けることが必要であろう。
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表3　HIV感染者の歯科診療対応状況


